
第 10章　環境生物の情報化学物質と機能利用

1 ． は じ め に

農業生産の対象となる植物は，もともと自然生態系の中で他の植物と養分や日光を奪い合う一方
で，微生物から昆虫，大型動物にいたる地球上のあらゆる生物の栄養源として絶えずその生存を脅
かされる存在であった．そのため，農業活動は，こうした農業対象植物の生存を脅かす因子からそ
の植物を守り，その生育を促進する活動であるともいえる．人類は，作物の栄養となる肥料を工夫
し作物の品種改良を図る一方で，作物を害する微生物や昆虫を抑える化学農薬や，雑草の生育を抑
制する除草剤を開発して，農業生産を飛躍的に増大させてきた．しかし，1980 年代ころから，農
薬や化学肥料等の化学資材の過剰な使用による環境汚染が問題になるとともに，生物多様性や人
類の健康に及ぼす影響が懸念されるようになり，化学資材をふんだんに使う資材投入型の農業生
産から，環境に優しい低投入・持続的農業生産への移行が叫ばれるようになった．こうした傾向
は 1990 年代になるとさらに強まり，わが国でも，1992 年に農林水産省が公表した「新しい食料・
農業・農村政策の方向」で，生産性向上を図りつつ環境への負荷軽減に配慮した持続的な農業，す
なわち環境保全型農業が，今後の農業政策の重要課題として位置づけられた．これを受け，農林水
産省は，1994 年に全国環境保全型農業推進会議を設置し，1997 年には「環境保全型農業推進憲章」
を制定して，環境保全型農業運動の全国的展開を推進した．さらに，2000 年 7 月に「持続性の高
い農業生産方式の導入の促進に関する法律」が制定されると，この法律に基づき，持続性の高い農
業生産方式を導入している農家を，農業改良資金（環境保全型農業導入資金）の特例措置を受けら
れるエコファーマーに認定する制度が導入されるなど，制度面でも環境保全型農業の推進がはから
れている．

こうした背景のもと，病害虫を適切に防除し農作物被害を防止するため，様々な防除手段を適切
に組み合わせることにより，環境負荷を低減しつつ病害虫・雑草の発生を経済的被害以下に低く管
理しようという総合的病害虫管理（Integrated Pest Management: IPM）が国際的に提唱され，わ
が国においてもこれに向けた取組みが行われてきた．こうした IPM 推進のため，人工の化学物質
に頼らず，もともと作物が自然環境下で生存していく上で有利に働いていた生物機能や特定の生
物が持つ有用機能を，農薬や肥料の代替物として活用し減化学農薬・減化学肥料のために役立てた
り，有害化学物質や資材による環境汚染を浄化したりするための研究が，日本全国の農業試験研究
機関・大学などで盛んに進められてきた．農業生態系では，多様な生物が様々な生理活性物質を介
してお互いに影響を及ぼしたり , 環境中に存在する化学物質を分解したりしている．それらの物質
を明らかにし，その機能を解明することは，農業生態系の維持向上や循環型社会の実現に資する
様々な技術開発につなげる上で重要である．そのため，農業環境技術研究所では，そのような技術
開発につながる可能性が高い生理活性物質の機能解明を進め，新技術の開発につなげる研究が行わ
れてきた．たとえば害虫防除では，殺虫剤による害虫防除の代わりに害虫を誘引する性フェロモン
を利用した害虫防除技術の開発に向けた研究が進められた．また，雑草防除ではアレロパシー作用
と呼ばれる植物機能を利用し雑草の生育を阻害する物質の研究が行われた．さらに，微生物の有す
る各種分解酵素を用いた環境汚染浄化技術の研究も行われてきている．これらの研究は，いずれ
も，自然界で生きてゆくために生物が自然界に放出する化学物質を利用する点で共通している．
フェロモンは，他個体に自らの存在を伝えるため，また，アレロパシー物質は，自らの生存領域を

137



他の生物に示し守るため，さらに，分解酵素は，基質の存在を認識した微生物が栄養として取り込
むため，自然界に放出される化学物質である．農業環境技術研究所では，いずれも自然界で個々の
生物の生存戦略に関わる情報化学物質という観点から，これら情報化学物質の有効利用に関わる研
究を行ってきている．本章では，農業環境技術研究所が独立行政法人に移行してからの 10 年間に
スポットをあて，その間，「農業環境技術研究成果情報（第 18 〜 27 集）」に収載された主要成果を
もとに，情報化学物質に関わる研究成果を，1）昆虫性フェロモンの利用に関わる研究，2） 植物の
アレロケミカルの利用に関わる研究，3） 微生物の有用機能の利用に関わる研究に類別し，項目ご
とに紹介する．

2 ． 昆 虫 の 性 フ ェ ロ モ ン の 利 用 に 関 わ る 研 究

生物が環境中に放出する化学物質の中でも，昆虫や動物が体外に分泌放出し，同じ種の別の個体
を誘引するといった特定の行動や生理反応を引き起こさせるフェロモン（pheromone）は，特に生
物が生産する情報化学物質として広く知られている．中でも，交尾行動や配偶行動に関与する性
フェロモンについては，古くは「ファーブルの昆虫記」にもその効果が記載されており，1956 年
にカイコガのメスからオスを興奮させる化学物質として，初めてその分子構造が明らかにされて以
来，今日まで数多くの昆虫の性フェロモンが構造決定されている．

この性フェロモンは，きわめて微量で効果を発
揮し，対象となる害虫だけに効果があり，生態系
に存在する他の生物に対する影響も少なく毒性も
ほとんどないことから，農業現場で早くから注目
され，害虫駆除の目的でその利用がはかられてき
た．一つは，強い誘引力を有する性フェロモンを
塗布した粘着性の台に害虫を捕殺するフェロモン
トラップ（図 1）を用いる方法で，メスのフェロ
モンに誘引されるオスを捕殺することで，次世代
の害虫の密度を低下させることができる．また，
フェロモントラップは原理的に対象害虫だけを捕
獲できることから，害虫の発生調査に広く使われ
ており，この発生予察に基づいてその発生状況に
応じた害虫対策が講じられている．その他の性フェロモンの利用法としては，交信撹

かく

乱
らん

がある．こ
れは，性フェロモン剤を空気中に拡散させ，オスメス間の性フェロモンによる交信を文字通り撹乱
し，交尾率を下げることによってやはり次世代の害虫密度を低下させる方法である．これらフェロ
モンを用いた，大量捕殺，発生予察，交信撹乱が，農業現場における性フェロモンの主な応用技術
である（野口，1999；フェロモン剤利用ガイド，2000）．

農業環境技術研究所では，独立行政法人化前から精力的に性フェロモン研究が行われており，こ
れまで様々な害虫から性フェロモンを抽出し構造決定を行う一方で，その利用法の開発と性フェロ
モンの誘引特異性の解明を行うことで，わが国の害虫防除に多大の貢献をしている．以下，この
10 年間に得られた成果について紹介する．
⑴ 性 フ ェ ロ モ ン 物 質 の 探 索 と そ の 利 用
ハイマダラノメイガは，アブラナ科作物を加害し，コナガとともに東南アジアで重要な害虫と

なっている．日本でも関西を中心にキャベツなどで被害が報告されていたが，近年関東でも被害が

図 1　フェロモントラップ
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見られ大きな問題となっている．この害虫に対して性フェロモンを用いた防除法を適用しようと
する際に，すでに報告されているハイマダラノメイガの性フェロモン，（E, E）−11,13−ヘキサデカ
ジエナールでは誘引力が弱く，その誘引力の向上が求められていた．杉江は，性フェロモンの類縁
物質にこのフェロモンの誘引活性を強める活性があることを突きとめた（平成 14 年度研究成果情
報，杉江）（Sugie et al., 2003）．性フェロモン類縁物質を主成分と混合した数種の試料をろ紙に含
浸して粘着式の屋根型トラップ内に設置し，その活性を野外で検討した結果， （Z）−11−ヘキサデ
カナールを混合した際に誘引活性が強くなることを見いだした．その混合物をフェロモントラップ
の誘引源として利用を検討した結果，2 成分混合物の誘引力は処女メスに匹敵し，種特異的な誘引
源として用いることが可能であることが明らかとなった．

杉江らは，ナシの花芽や幼果を加害する重要害虫であるナシマダラメイガの発生予察を効率よく
行うための誘引剤の開発を目的として，ナシマダラメイガのメス成虫から性フェロモンを抽出し，
その化学構造を明らかにした（平成 20 年度研究成果情報，杉江ら）（Tabata et al., 2009）．ナシマ
ダラメイガは，1 頭の幼虫が複数の果実を加害するため，個体数が少なくても大きな経済的被害を
与える害虫である．このガのメスから抽出した性フェロモン画分をガスクロマトグラフ ― 質量分
析計によって分析した結果，誘引活性を示す画分に（Z）−9−ペンタデセニルアセテート（Z9−15: 
OAc）とペンタデシルアセテート（15: OAc）が含まれていることがわかった（図 2）．これらの成
分が，実際に野外のオス成虫に対する誘引性をもっているかどうか確認するため，化学的に合成し
たそれぞれの成分を誘引源とするトラップを用いた野外調査を実施した結果，Z9−15: OAc に 15: 
OAc を 7%加えた混合物により，ナシマダラメイガのオス成虫を効率よく誘引できることが明らか
となった．オス成虫を誘引するメスの性フェロモン成分解析から明らかとなった 2 成分の混合物を
誘引剤として利用することで，この害虫の発生予察を行うことが可能となった．なお，この成果に
ついては，特許を出願している（特願 2008-205253）．

図 2　ナシマダラメイガの性フェロモン成分の化学構造

⑵ 性 フ ェ ロ モ ン を 利 用 し た 交 信 撹 乱 抵 抗 性 出 現 の 機 構 解 明
性フェロモンによる交信撹乱には，比較的抵抗性が生じにくいとされているが，性フェロモン剤

も化学農薬と同様に，同じ剤を長く利用していると効果がおちることがある．その原因について
は，メスの性フェロモンの変化，オスの感覚器官の麻痺からの回避，さらには種の変化など多くの
仮説が提唱されているが，環境に影響の少ない害虫防除法として重要な性フェロモン剤の普及を図
る上でこの原因の解明は重要である．

野口らは，交信撹乱剤処理により抵抗性が生じたチャノコカクモンハマキ抵抗性系統を確立し，
その抵抗性が生じた原因を明らかにした（平成 15 年度研究成果情報，野口ら）．チャノコカクモ
ンハマキの性フェロモンは 4 成分からなる．そのうちの 1 成分だけを使った交信撹乱剤（ハマキコ
ン L，成分：Z11−テトラデセニルアセテート）は 1983 年に農薬登録されたが，連年使用されて
いた一部地域で 1995 年ころからその効果が低下し，世界で最初の撹乱剤に対する抵抗性現象とし
て 1996 年に報告された．本研究では交信撹乱剤に対する抵抗性発現の要因の解明をめざし，抵抗
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(Z)-9-ペンタデセニルアセテート (Z9-15:OAc) ペンタデシルアセテート （15:OAc)
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性個体群の発生地から約 6,000 頭のチャノコカクモンハマキを採集，これを用いて交信撹乱剤処理
下で採卵・飼育を繰り返すことで交信撹乱処理を行っても約半数が交尾する交信撹乱抵抗性系統を
世界で初めて確立した．この抵抗性系統と交信撹乱剤感受性系統のメスとオスの交尾行動を調査し
比較した結果，抵抗性はオスに生じており，両系統間でオスの嗅覚能力に違いが生じていること，
また，ハマキコン L 抵抗性系統でも 4 成分性フェロモン組成を持った剤を使用することで交信撹
乱をおこし，交尾は完全に阻害され抵抗性を示さなくなることを突きとめた．さらに，杉江らは，
チャノコカクモンハマキの交信撹乱剤抵抗性の原因が，このハマキガのオスが主要な性フェロモン
成分である Z11−テトラデセニルアセテートに対する誘引性を失う一方で，他の性フェロモン成分
に誘引されるため，撹乱剤の影響を受けにくくなっていることを突きとめた（平成 18 年度研究成
果情報，杉江ら）（Tabata et al., 2007）．

一方，野口らは，上記チャノコカクモンハマキの性フェロモンについて，性フェロモンを構成す
る 4 成分の比に地理的変異があり，地域によってフェロモン応答に差が出る可能性が示された（平
成 15 年度研究成果情報，野口ら）．性フェロモンは種特異性が高く，その 4 成分の比は種ごとに一
定と考えられていたが，日本各地で採集したチャノコカクモンハマキの性フェロモン組成を調べた
ところ，関東，九州地方では主成分である Z11−テトラデセニルアセテートの比率が低く，東海，
近畿地方では高い傾向にあるなど地理的変異があることが明らかとなった．さらに同一個体群内で
は性フェロモンの成分比は安定しており，各地のオスは，それぞれ該当する地域のメスが放出する
性フェロモンによく反応し，その変異に対応していることがわかった．以上の成果は，性フェロモ
ンの誘引性に地域的な違いが生じる可能性を示しており，地域間での誘殺数の比較には注意が必要
であることが判明した．

3 ． 植 物 の ア レ ロ ケ ミ カ ル の 利 用 に 関 わ る 研 究

アレロパシーとは「他感作用」ともよばれ，ある植物が放出する情報化学物質（アレロケミカ
ル）が他の植物の生長を抑えたり，あるいは動物や微生物の接近を防いだり，あるいは引き寄せた
りする効果を及ぼす作用のことで，植物のニッチ拡大に関与している．ギリシャ語の allelon（互
いに）と pathos（一方が他に障害を与える）を合成した合成語である．1937 年にドイツの植物学
者であるハンス・モーリッシュにより提唱された．これまでアレロパシーは植物遷移や連作障害の
要因として研究が進められてきたが，近年，雑草・病害虫防除への利用が注目され，他の植物の生
育を阻害するアレロパシー作用を示す植物の選抜とそのアレロパシー効果およびその元となる化学
物質の同定研究が盛んに進められてきた．現在では，植物生育阻害物質は，環境中で速やかに代
謝・失活されやすいことから，合成除草剤の代替資材として期待されている．農業環境技術研究所
では，1983 年に，アレロパシーの農業利用の研究を行う他感物質研究室が設置されて以来，長年
にわたり研究が行われてきた．その間，アレロパシー現象を評価する新たな生物検定法を複数開発
して，約 4,000 種の植物を検定し，ムクナ，ヘアリーベッチなど，強いアレロパシー作用を持つ植
物をスクリーニングするとともに，農業現場でもこれら植物に雑草抑制作用があることを明らかに
した．また，これらの植物が放出するアレロケミカルを分析・同定し，9 種の新規生理活性物質を
発見，特許を取得している．以下に，この 10 年間に得られた成果を紹介する．
⑴ ア レ ロ ケ ミ カ ル 活 性 測 定 法 の 開 発
これまで農業環境技術研究所では，アレロパシーの 3 つの作用経路（根からの滲

しん

出
しゅつ

，茎葉や残
さからの溶脱，揮発性物質による揮散）に特異的な検定法として，それぞれプラントボックス法

（平成 3 年度研究成果情報），サンドイッチ法（平成 9 年度研究成果情報），揮発性物質検定法（平
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成 11 年度研究成果情報）を独
自に開発してきた．しかし，植
物の根から土壌に放出された
物質が土壌中で示す活性を評
価する手法は，まだ開発されて
いなかった．そこで，藤井ら
は，他感物質の濃度が最も高い
根圏土壌を材料とし，土壌中に
おけるアレロケミカルの活性を
評価するための検定法（根圏土
壌法）を開発した（平成 15 年
度研究成果情報，藤井義晴ら）

（Parvez et al., 2003; Iqbal et al., 
2004-1）．本法は，根から放出
されたアレロケミカルの，土壌中での活性を検定する方法で，具体的には，根圏土壌を含む寒天上
に，検定層としてさらに寒天を重層しレタス等の検定植物を置床する．暗黒下，恒温装置中で 3 日
間培養後，幼根長と下胚軸長を測定することにより，土壌中に含まれているアレロケミカルの影響
を容易に検出できる．本法を用いていろいろな植物の活性を測定した結果，アレロパシー作用の報
告があるヘアリーベッチや，大型侵入植物であるクワモドキの根圏土壌から，強い阻害作用を検出
することができた． 

また，藤井らは，アオコを構成するラン藻類を用いて，アオコの増殖を阻害する作用を生物検定
するための手法を開発した（平成 17 年度研究成果情報，藤井義晴ら）（Tsuda et al., 2005）．ため
池や湖で異常増殖したラン藻類はアオコを形成し，異臭の発生や浄水処理時の濾

ろ

過
か

障害，有毒物質
ミクロキスチンの生成という問題を引き起こしている．一方，樹木の落ち葉によるアオコの発生抑
制が観察されており，ため池周辺に生育する植物の葉に含まれる成分によるラン藻類の増殖阻害作
用を調べるため，ディスクパンチで落ち葉を打ち抜いてリーフディスクを作成し，これを一定濃度
のアオコを含む培地上にのせ，アオコの生育阻止円の直径を測定することにより，葉の有するアオ
コ増殖阻害作用を調べる手法を開発した．本法（「リーフディスク法」）は，落ち葉をそのままリー
フディスクとして用いるもので，検体から溶媒で抽出した物質の活性を吸光度で測定する既存の手
法より簡便であり，かつ，現場での活性を反映していると考えられる（図 3）．この「リーフディ
スク法」を用いて，ため池周辺に生育する 50 種の樹木の落ち葉を検定した結果，アカメガシワ，
ユキヤナギの落ち葉が，ラン藻類に対する強い増殖阻害作用を示すことが明らかとなった．　
⑵ ア レ ロ ケ ミ カ ル の 同 定
農業環境技術研究所で独自に開発されたアレロケミカル活性測定法を駆使し，これまで様々な植

物から種々のアレロケミカルが同定されている．藤井らは，休耕水田や遊休農地の植生・雑草管理
に導入が推奨されているヘアリーベッチが示す植物生育阻害作用の本体がシアナミドであることを
明らかにした（平成 13 年度研究成果情報，藤井義晴ら）．ヘアリーベッチには，雑草等の生育を阻
害する成分が存在することが以前から報告されていたが，作用成分は不明であった．本研究では，
ヘアリーベッチの茎葉部より得た粗抽出液から，レタス伸長阻害活性を指標とし，各種のクロマト
グラフィーにより植物生育阻害物質を単離し，その化学構造を解析した結果，その活性本体がシア
ナミド （cyanamide） であると同定した．シアナミドは，窒素肥料である石灰窒素の成分として殺

対照の紙 試料（リーフディスク）

生育阻止円

藍藻（アオコ）
の入った
寒天平板

30 / 25 ℃ (明 /暗) 
15 日間

遠心分離
3000rpm, 30min40ml

3ml アオコ濃縮液

3ml CT 培地

+

７日間培養

ﾔﾏｳﾙｼ
Rhus trichocarpa

生育阻止円の直径で活性をあらわす

図 3　リーフディスク法
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虫・殺菌・除草効果のあることが知られているが，生物の体内成分としては新発見である．本成果
は，これまでに知られているヘアリーベッチの雑草抑制作用や耐虫・耐病性を，シアナミド合成と
関連して解明する大きな手がかりとなった．この研究に関連して，平舘らは，ガスクロマトグラフ
質量分析計 （GC/MS）を用いたシアナミドの高感度定量法も開発している（平成 17 年度研究成果
情報，平舘ら）（Hiradate et al., 2005-1）．1994 年にヘアリーベッチによる雑草防除制御技術を提唱
して以来（平成 6 年度研究成果情報，藤井義晴ら），こうした一連のヘアリーベッチに関わる業績
により藤井は，平成 16 年度の日本土壌肥料学会賞を受賞している．

その他，藤井らは，日本在来の被覆植物リュウノヒゲからアレロケミカルとしてサリチル酸を同
定している（平成 16 年度研究成果情報，藤井義晴ら）（Iqbal et al., 2004-1; Iqbal et al.,  2004-2）．
本研究では，まず，サンドイッチ法とプラントボックス法により日本在来の被覆植物リュウノヒゲ
が強い他感作用を示す被覆植物として選抜された．植物生育阻害物質として，リュウノヒゲからβ
― シトステロール，p ― ヒドロキシ安息香酸，サリチル酸が同定され，含有量と比活性から，サリ
チル酸の寄与が大きいことが明らかにされた．

また，平舘らは，ユキヤナギに含まれる植物生育阻害物質を分離・精製して，その化学構造を明
らかにした結果，植物生育阻害活性の本体がシス−ケイ皮酸グルコシドであることを明らかにした

（平成 16 年度研究成果情報，平舘ら）（Hiradate et al., 2004; Hiradate et al., 2005-2）．この物質の植
物生育阻害活性は，天然の植物生育阻害物質としては最も強い部類に属しており，天然由来の除草
剤のリード化合物として注目されている．なお，この成果については，特許登録がされている（特
許 4415106）．

さらに，藤井らは，ソバが有する植物生長阻害物質の中で，特に，フェノール性物質の一種で
あるルチンがアレロパシー活性の原因物質であることを突きとめた（平成 18 年度研究成果情報，
藤井義晴ら）．藤井らは，戦後に導入された外来種，ナギナタガヤ（Vulpia myuros C.C.Gmel）がヘ
アリーベッチに匹敵する強い阻害活性を示すことを明らかにし，2 種のアレロケミカル，（−）−
3−ヒドロキシ−β−イオノン（ （−）−3−hydroxy−β−ionone）と（＋）−3−オキソ−α−イオ
ノール（（＋）−3−oxo−α−ionol）を検出した（平成 21 年度研究成果情報，藤井義晴ら）（Kato - 
Noguchi, et al., 2010）． 

以上は，いずれも除草剤のリード化合物となる植物生育阻害活性を有するアレロケミカルの研究
を紹介したが，藤井らは，逆に植物の生育促進物質を発見している（平成 16 年度研究成果情報，
藤井義晴ら）（Nakajima et al., 2005）．循環型社会を実現するための一方策として，林業由来の間
伐材および刈り払いされた下草などの有効利用が注目されている．本研究では，これらを原料とし
て得られる精油成分混合物の産業利用について評価・検討する一端として，本資材が作物の生育や
収量等に及ぼす影響を評価するとともにその作用成分を分析し，農業利用の可能性について検討
した．国内で生産される 35 種類の間伐材等から精油成分混合物を抽出し，レタス幼根伸長に及ぼ
す影響を評価した結果，その中から植物の生育促進物質として，1, 2−プロパンジオールを同定し
た．本成分は，精油成分混合物中に 0.4％含まれ，0.01ppm の低濃度でも，植物の生育を促進する
ことが明らかとなった．この物質は，天然物としては，イチゴの香気成分の前駆体として報告され
ているが，植物の生育促進活性の報告は新たな発見である．
⑶ ア レ ロ ケ ミ カ ル の 作 用 解 析
各種アレロケミカル活性測定法でスクリーニングした物質でも，環境中でその生理活性を発現で

きなければ農業現場では利用できない．そのため，選抜したアレロケミカルについて，環境中での
活性の確認や様々な植物における感受性の違いを明らかにすることは，そのアレロケミカルの除
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草剤としての効果を検証する上で重要となる．藤井らは，マメ科のムクナが生産する強力な植物
生育阻害剤である L−ドーパ（L−3, 4−dihydroxyphenylalanine）が，ムクナの根から栽培環境中
に放出されることを高感度分析により確認し，周辺植物の生育阻害要因となることを検証した（平
成 16 年度研究成果情報，藤井義晴ら）（Fujii et al., 2003; Nishihara et al., 2004）．また，様々な植
物種を供試して，L−ドーパの植物生育阻害活性に対する感受性を検定し，植物種間における感受
性の違いならびにその原因を解毒・耐性機構の面から解明した．さらに，ムクナの生育地周辺に
おける L−DOPA の，他の植物に及ぼす影響を評価するために，平舘らは，L−DOPA が土壌環
境中で受ける化学反応およびその特性を解明するとともに，これらの反応にともなう L−DOPA 
の生理活性の変化を明らかにした（平成 17 年度研究成果情報，平舘ら）（Hiradate et al., 2005-3; 
Furubayashi et al., 2005）． 

一方，藤井らは，遊休農地や法面などで雑草管理をするために有望な被服植物を，プラントボッ
クス法を用いて評価したアレロパシー活性を指標に選抜
した結果，ソバ属植物の植物生育阻害活性が強いことが
見いだされた（平成 15 年度研究成果情報，藤井義晴ら）

（Iqbal et al.， 2002; Iqbal et al., 2003; Fujii et al., 2004）．
そこで，ソバの雑草抑制効果を現地栽培試験によって確
認した結果，雑草放任区ではおう盛な雑草の発生が認め
られたのに対し，雑草発生前にソバを播種した区では，
雑草の発生は顕著に抑制されることを見いだし，ソバ
は，休耕地や法

のり

面
めん

等における雑草防除と景観向上を目的
とした実用的な被覆植物となる可能性があることを示し
た（図 4）．なお，前述したようにソバのアレロパシー
活性の原因物質は，フェノール性物質の一種であるルチ
ンであった．

4 ． 微 生 物 の 有 用 機 能 の 利 用 に 関 わ る 研 究

農耕地に生息する微生物の中には，肥料成分を作物と奪い合ったり病気を引き起こしたりするな
ど，作物の生育を阻害するものが存在する一方で，根に共生して土壌中のリンや空気中の窒素を作
物に供給することで，作物の生育をよくするものがいるなど，微生物は農業生産に大きな影響を及
ぼしている．そのため，農耕地土壌の土壌微生物をコントロールし，その機能の有効利用を図るこ
とはきわめて重要な課題といえよう．そのような課題達成のためには，土の中にどのような微生物
が生息し，どのような機能を発揮しているかを正確に把握することが必須となる．微生物は，自然
環境下で様々な環境シグナル物質を感知・認識し，自らの生育環境を有利な状態にするために種々
の分解酵素や抗生物質などの生理活性物質を放出することで環境の変化に応答している．農業環境
技術研究所では，農業環境における微生物や小動物のコミュニティーを解析する一方で，微生物の
認識と応答に関わる酵素やシグナル物質などの情報化学物質を明らかにし，その有効利用に関する
研究を長年行ってきた．
⑴ 土 壌 微 生 物 相 の 解 析
農耕地土壌の土壌微生物相を把握しコントロールするためには，まず，農耕地に生息する生物相

を正確に把握することが必須となる．その場合，線虫などの土壌小動物の場合には，顕微鏡等で比
較的観察しやすいため，目視による観察が一般的に行われている．荒城は，土壌線虫を指標生物と

図 4　ソバの雑草抑制効果
ソバの生育している下には雑草がほ
とんど生えない．
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して，耕起という撹乱の影響を比較，評価した．不耕起栽培畑などから土壌線虫を分離して，属レ
ベルで分類・計数して，多様度指数や Maturity Index を計算することで，不耕起栽培の方が慣行
栽培より土壌中の線虫多様性が増すことを明らかにした（平成 13 年度研究成果情報，荒城）．この
成果は黒ボク土畑における耕起の影響の評価指標として利用できる．また，荒城らは，クロルピク
リン，臭化メチルなどによる土壌くん蒸処理が，標的である病害虫以外の土壌小動物に及ぼす影響
を調査した（平成 16 年度研究成果情報，荒城ら）．その結果，クロルピクリン，1, 3−ジクロロプ
ロペン（D−D），あるいは臭化メチルによる土壌くん蒸処理をした場合，約 12 か月で土壌線虫の
密度は処理前の水準に回復するが，土壌線虫の群集構造が変化し，微生物食性で増殖率が高い線虫
が優占種になることが明らかになった．本成果は，土壌くん蒸剤処理などの薬剤処理が農耕地の非
標的生物へ及ぼす影響を評価するための基礎データとなる．

線虫のようにある程度の大きさを持ち，比較的その存在が把握しやすい場合には，上記のよう
に，土壌中の生物を直接観察し解析することができるが，細菌やカビなどの糸状菌は，従来，寒天
培地等で培養してその存在を知ることしかできなかった．人間が培地で培養できるのは，自然界に
生息する微生物のせいぜい数％程度であるといわれており（Amann et al.，1995），培養法に頼っ
て土壌微生物を解析していた時代には，土壌の微生物のコミュニティー全体を把握することは，
実質的に不可能であった．しかし，近年，土壌から直接 DNA を抽出する手法が開発され，土壌微
生物由来の遺伝子や DNA 配列から土壌の微生物相を解析しようとする研究が主流となってきてい
る．このような，土壌環境から直接抽出した DNA は，土壌微生物コミュニティーを構成する個々
の微生物ゲノムの総和となることからメタゲノムと呼ばれている．このメタゲノムという言葉は，

「高次」という意味の “メタ”と “ゲノム”から作られた造語で，1998 年にウィスコンシン大学の 
Handelsman 教授らにより命名された（Handelsman et al.，1998）．近年の大量シークエンシング
技術のめざましい進歩により，土壌のメタゲノム解析は，今後ますます盛んになることが予想され
る．農業環境技術研究所では，それまで難しかった黒ボク土からの DNA 抽出法を開発して以来，
土壌をはじめ様々な環境サンプルから抽出した DNA や RNA を用いて，その土壌に生息する微生
物相や特定の機能に関わる遺伝子の消長をモニターする研究が行われてきている．

星野らは，農業環境技術研究所におけるメタゲノム解析の先駆けとなった研究で，これまで
DNA を強く吸着するため土壌微生物 DNA の直接抽出が困難であった黒ボクから DNA を抽出す
る際に，スキムミルクを添加することにより，土壌微生物群集の解析に使用可能な DNA を抽出す
ることができることを示した（図 5）（平成 14 年度研究成果情報，星野ら）（星野，2005;  Hoshino 

図 5　スキムミルク添加，無添加における日本各地の黒ボク土からの DNA 抽出
＋：スキムミルク添加 ,　−：スキムミルク無添加 ,　M：サイズマーカー
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et al., 2004; Hoshino et al., 2005）．この研究成果により，日本の様々な土壌から DNA を抽出でき
るようになり，日本の土壌メタゲノム解析は飛躍的に進展することとなった． 

この成果を受け，星野らは，土壌くん蒸処理の土壌微生物相に及ぼす影響を，土壌から直接抽出
した DNA を PCR−DGGE 解析により評価している（平成 16 年度研究成果情報，星野ら）．臭化
メチルの廃止にともない，代替薬剤クロルピクリンや D−D の使用量の増大が予想されており，こ
れらが非標的生物に及ぼす影響が懸念されている．そこで，ホウレンソウ栽培ほ場において年 1 回
上記薬剤でくん蒸処理を行い，土壌から直接抽出した DNA を用いて行うポリメラーゼチェーン反
応 ― 変性剤濃度勾配ゲル電気泳動（PCR−DGGE）解析によって，培養困難な微生物を含む微生
物群集の変動を追跡し土壌くん蒸剤の影響を評価したところ，これら処理が培養困難な微生物を含
む土壌微生物の群集構造に大きな変化をもたらすこと，また，ほ場におけるクロルピクリンの影響
は 1 年では完全に回復しないことを明らかにした．

また，同様のアプローチとして，森本らは，培養法に頼らず土壌中のクロロ安息香酸分解菌群を
直接検出することをめざし，土壌から直接抽出した DNA を鋳型に分解遺伝子を PCR で増幅し，
PCR−DGGE 法で解析することにより，培養法では見落とされていた土壌中のクロロ安息香酸分
解菌を効率的に探索できることを示した（平成 15 年度研究成果情報，森本ら）（Morimoto et al., 
2005）．また本研究により，従来の液体集積培養などの培養手法では，土壌中の培養困難な微生
物の大半は見逃されていたことが明らかとなった．森本らは ，さらにこの方法を用いて，クロロ
安息香酸添加土壌において増加する DGGE バンドと同じ塩基配列を持つ菌を選抜することによっ
て，土壌環境に適した分解菌を効率的に探索できることを示している（Morimoto et al., 2008）． 
また，DGGE バンドとして得られた DNA 断片の塩基配列を用いてメタゲノムから取得する新手法
もあみ出している（Morimoto et al., 2009）

こうした成果を受け，PCR−DGGE 法を用いたメタゲノム解析を農耕地土壌で大規模に行おう
という農林水産省の委託プロジェクト「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」
が開始された．このプロジェクトは，通称「eDNA プロジェクト」と呼ばれ，2006 年から 2010 年
度までの 5 年間，国や地方の農業関連試験機関や大学の研究者が参加して行われた．本プロジェ
クトでは，メタゲノムという言葉の代わりに，土壌から培養過程を経ず得た DNA という意味で
eDNA （environmental DNA）という言葉を用いているが，基本的には同義である．このプロジェ
クトは，農耕地における微生物多様性を調査する手法等を開発し，土壌生物相の機能と構造を土
壌から抽出した DNA に基づき解析するとともに，作物生産性と土壌生物相との関連性を解析する
ことを目的としている．森本らは，このプロジェクトで PCR−DGGE 法を用いて農耕地土壌の微
生物相の構造を解析するための標準法を開発した（平成 19 年度研究成果情報，森本ら）（森本ら，
2008；大場ら，2008）．本研究では，農耕地土壌の生物相（細菌・糸状菌・線虫）を，DNA 分析

（PCR−DGGE）によって解析するための手順を，対象生物群ごとに最適化し，マニュアルを作成
した（図 6）．「eDNA プロジェクト」では，この手法を用いて日本各地の土壌から抽出した DNA
を PCR−DGGE 法を用いて解析し，その画像データと土壌の物理化学的性質や作付け／肥培管理
情報とともにデータベース化している．今後，本マニュアルに基づいて得られた，相互に比較可能
な土壌生物相情報が蓄積されることによって，農業生産活動にともなう様々な現象（作物の生育，
病害の発生や抑止，温室効果ガス発生等）と土壌生物の関連が，より明らかになっていくことが期
待される．この土壌生物相解析マニュアルは，現在，論文や Web 等で広く公開されている（森本
ら，2008；大場ら，2008）．
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⑵ 芳 香 族 塩 素 化 合 物 分 解 酵 素 の 解 析
ポリ塩化ビフェニル（PCB）等の POPs 類や有機溶剤等の難分解性芳香族塩素化合物による環境

汚染が問題となっており，これを微生物の能力により除去・防止する環境浄化（バイオレメディ
エーション）技術の開発が期待されている．クロロカテコール類は，PCBs 類，クロロ安息香酸，2, 
4−ジクロロフェノキシ酢酸（2, 4−D）等のクロロフェノキシ酢酸類，クロロベンゼン類等の様々
な芳香族塩素化合物の分解過程で生じる主要な中間代謝産物であり，これを分解するクロロカテ
コール分解経路は，多くの芳香族塩素化合物の完全分解に共通である．農業環境技術研究所では，
微生物を用いたバイオレメディエーション技術の開発をめざし，クロロ安息香酸等の芳香族塩素化
合物分解菌を多数選抜し，長年分解遺伝子群発現の制御機構を解析してきた． 

小川らは，土壌から分離した 2 種類のクロロ安息香酸分解菌を用いて，それぞれの分解菌が有す
る分解遺伝子群の発現の制御機構を解析し，クロロ安息香酸ジオキシゲナーゼやクロロカテコール
オルソ開裂経路の遺伝子群の発現が，クロロ安息香酸類やクロロカテコール類により活性化される
LysR−type や AraC/XylS−type の転写調節因子によって制御されることを明らかにした（平成
13 年度研究成果情報，小川ら）（Francisco et al., 2001）．

また，小川らは，クロロカテコール 1, 2−ジオキシゲナーゼの基質特異性に関与する部位を明ら
かにすることで，本酵素の基質特異性の改良を通してバイオレメディエーション技術の発展に資す
るために，アミノ酸配列を変化させた変異型酵素を作成して比較解析を行い，基質特異性に関与す
る部位を決定した（平成 16 年度研究成果情報，小川ら）（Ogawa et al., 2004）．その結果，本酵素
のクロロカテコール類に対する基質特異性は，48, 52, 73 番目にあるアミノ酸によって決定される
ことを明らかにした．本研究成果は，クロロカテコール 1, 2−ジオキシゲナーゼの基質特異性の改
良や分解能の向上を介した分解菌の機能改変に活用できる．

自然界から分離した芳香族塩素化合物分解遺伝子は，分解菌のゲノムではなくプラスミドと呼ば
れる細胞中でゲノム DNA とは独立に複製，分離する小型 DNA にコードされていることが多い．
このプラスミドの中には，細菌から細菌へ移るものがあり，将来自然環境下における分解微生物を
用いたバイオレメディエーションを行う場合に，土壌微生物相におけるプラスミドの動態を把握
しておく必要があるが，野外環境における分解遺伝子の多様性および遺伝子の動態については十
分に解明されていないのが現状である．酒井らは，日本国内 8 地点の水田土壌から分離された 2, 4
−D 分解菌を解析し，分離された 14 株のうち 8 株は，塩基配列が同じ分解遺伝子を，大きさが同
一のメガプラスミド上に持つことを明らかにし，2, 4−D 分解遺伝子が，異なる微生物間をプラス

図 6　土壌生物相解析マニュアルに従って土壌生物相を PCR−DGGE 法で解析した例

細菌 糸状菌 線虫
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ミドを介して移動していることが示唆された（平成 17 年度研究成果情報，酒井ら）（Sakai et al., 
2007）．本成果で得られた 2, 4−D 分解遺伝子を有するメガプラスミドの構造や機能を解析するこ
とにより，土壌微生物における遺伝子の伝播を予測し，遺伝子組換え微生物の安全使用技術を開発
するための基礎的知見が得られる．

また，自然環境下でバイオレメディエーションを行う場合には，分解遺伝子が実際に発現してい
るのか確認したり，あるいはその発現条件を検討したりする必要がある，そのためには，自然環境
下でその分解遺伝子の発現を直接検出する必要がある．しかし，遺伝子発現を解析するために必要
な RNA を土壌から抽出することが難しいこともあり，これまで土壌環境下における微生物の遺伝
子発現を解析した例はきわめて少なかった．前述した「eDNA プロジェクト」では，土壌から高
純度の RNA を抽出する方法を開発している（Wang et al., 2008; Wang et al., 2009）．王らは，この
抽出法を用いて， PCB 分解菌を滅菌土壌で生育させたモデル土壌から RNA を抽出し， PCB の分解
に必要となる遺伝子の発現を，定量 PCR 法で検出した（平成 19 年度研究成果情報，王ら）（Wang 
et al., 2008）．その結果，この遺伝子の発現を誘導する PCB 類縁物質，ビフェニルを土壌に添加し
た場合に，PCB 分解遺伝子の発現が誘導されることを確認することができた．この研究成果は，
今後，肥料の溶脱や有害物質の浄化，大地からの温室効果ガスの放出など，土壌微生物が土壌中で
その機能をどのように発揮するかを直接観察・解析するための大きな突破口を開くものである． 
⑶ キ チ ン 分 解 酵 素 の 利 用 研 究
昆虫，甲殻類の外殻や作物病原糸状菌の細胞壁の構成成分であるキチンは，セルロースに次いで

多量に自然界に存在するバイオマスである．キチンを分解する酵素キチナーゼは，自然界の物質循
環で大きな役割を演じるとともに，農業的には作物病害抑制因子としてその利用が期待されてい
る．農業環境技術研究所では，放線菌キチナーゼの有効利用技術の開発に資するため，多様なキチ
ナーゼを生産する代表的な土壌細菌，放線菌に着目し，その酵素化学的解析や遺伝子発現制御機構
を明らかにする研究を行ってきた．以下に，この 10 年間に得られた成果を紹介する．

藤井らは，キトオリゴ糖放射能標識を導入する手法を開発し，放線菌のキチナーゼ生産を誘導す
るキトオリゴ糖と特異的に相互作用する細胞表層の受容体（レセプター）を検出するアッセイ法を
開発した（平成 14 年度研究成果情報，藤井毅ら）．このアッセイ法を用いることにより，キチナー
ゼ生産の誘導物質であるキトビオースの細胞への取り込みは，キトビオースによって誘導されるこ
と，また，このような誘導条件下では，細胞の膜画分中にキトビオースと結合する因子が蓄積して
くることが明らかとなった．また，このアッセイ法を利用して，放線菌の膜画分からキトビオース
結合たんぱく質を精製することができた．さらに，藤井らは，誘導物質キトビオース添加後の放線
菌細胞内で起こるキチン分解関連遺伝子の遺伝子発現パターンの変化を解析し，遺伝子破棄等の技
術を駆使することにより，放線菌が環境中に存在するキチンを認識して，その情報を細胞内に伝
達し，キチナーゼ遺伝子群およびキトオリゴ糖の取り込みに関わるトランスポーターたんぱく質
群を誘導する一連の反応機構を明らかにした（平成 17 年度研究成果情報，藤井毅ら）（Fujii et al., 
2005; Saito et al., 2006; Saito et al., 2007）．

以上は，土壌細菌におけるキチナーゼの発現制御に関わる研究を紹介したが，藤井らは，キチ
ナーゼの遺伝子を導入した組換え根圏細菌を作出し，作物病害防除への利用を検討している（平
成 17 年度研究成果情報，藤井毅ら）（Ohno et al., 2011）．作物病原糸状菌はその細胞壁にキチン質
を含んでおり，このキチン質を分解する酵素キチナーゼは，作物病害菌を溶菌させることにより作
物病害の抑止効果が期待される． そこで，キュウリ根圏に定着性が高い根圏細菌にキチナーゼ遺
伝子を導入した組換え根圏細菌を作出し，この組換え根圏細菌の培養液に発芽したキュウリ種子を
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浸した後，キュウリ苗立枯病汚染土壌に播種したところ，キュウリ苗立枯病の抑制効果が認められ
た．また，この組換え根圏細菌の接種は根圏の土壌微生物の群集構造に影響を与えなかった．た
だ，組換え生物の農耕地での利用については，まず，その安全性についてパブリックアクセプタン
スを得ることが課題となっており，本研究もすべて閉鎖系温室内で実施された． 
⑷ 生 分 解 性 プ ラ ス チ ッ ク 分 解 菌 の ス ク リ ー ニ ン グ と 分 解 酵 素 の 解 析
農業用プラスチックフィルムの廃棄量と農作業軽減のために，現在，農業用資材などに生分解性

プラスチック（生プラ）の導入が勧められている．しかし，生産現場では使用後の分解が遅いなど
問題があり，生プラ資材の分解を促進する技術の開発が農業現場から求められている．そこで，北
本らは，生プラの構造と葉の表面構造が似ていることに着目して，独自に開発した効率よい生プラ
分解菌の選抜法を用いて，各種の葉の表面から生プラを分解する酵母を多数選抜した（平成 19 年
度研究成果情報，北本ら）．中でも Pseudozyma 属酵母の生プラ分解酵素は，各種生プラと，植物由
来のポリ乳酸を分解した（図 7）．本研究では特許を出願している（特願 2008−023030 号）．さら
に，小板橋らは，イネ科作物の葉の表面から強力な生プラ分解能を持つカビを分離し，このカビ
がこれまで見つかった生プラ分解微生物の中でも特に高い分機能を有し，培養液中に高純度で，生
プラ分解酵素のみを生産する優れた特性を持っていることを突きとめた（平成 20 年度研究成果情
報，小板橋ら）．本研究では，特許を出願している（特願 2008−250869 号）．以上二つの成果で得
られた分解菌と分解酵素は，生プラ製農業資材の分解促進技術の開発に有望であり，現在，農業現
場での生プラ資材分解技術の開発に使われている．なお，この一連の成果は，平成 20 年度農林水
産研究成果 10 大トピックスに選定された．

図 7　イネから分離した酵母による各種プラスチック膜の分解
PBSA: ポリブチルサクシネートアジペート，PBS: ポリブチルサクシネート

⑸ バ イ オ エ タ ノ ー ル 生 産 の た め の 固 体 発 酵 法 の 開 発
石油資源の枯渇が心配される中，セルロース系バイオマスを原料としたエタノール生産技術の開

発が求められているが，その実用化のためには，原料の貯蔵・糖化・蒸留コスト・廃液処理といっ
た克服すべき課題が多くある．北本らは，飼料作物を収穫後，サイレージ発酵している間に酵素

（セルラーゼ＋グルコアミラーゼ）と微生物（酵母と乳酸菌）を添加し，糖化とエタノール発酵を
同時に行う，いままでにないバイオエタノール「固体発酵法」を開発した（平成 21 年度研究成果
情報，北本ら）．この方法では，通常バイオマスからエタノールを生産する際に問題となる有害な
廃液や廃棄物が出ないため，この方法で生み出されたバイオエタノールで農機具を動かし，発酵残
さを家畜の飼料として利用する一方で，家畜排せつ物を肥料として農地に還元すれば，地域内で消
費する化石エネルギー消費量を減らし資源を循環利用できる．この過程で，北本らは，様々なバイ
オマスについて，バイオエタノール生産原料としての評価，原料の糖化・エタノール発酵に最適な
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酵素の種類と発酵微生物の選定，および実証規模の発酵条件の検討を簡便かつ効率的に行うことが
できる方法を開発した（平成 21 年度研究成果情報，北本ら）．なお，本研究では特許を出願してい
る （特開 2009−213440）
⑹ 植 物 病 害 防 除 因 子 に 関 す る 研 究
生物の相互作用には，ある種の情報化学物質が原因となって複雑な連鎖系で構成され，植物，微

生物，昆虫など複数の生物種間を越えて発現するものがある．たとえば，植物の葉面に常在する微
生物の中には，抗微生物活性物質を生産・分泌して他の微生物を抑制するものがおり，植物の病
害発症を抑え，植物の生育に好影響をもたらすことが知られている．平舘らは，葉面バクテリア
Bacillus amyloliquefaciens が，抗微生物活性物質を分泌することにより他の葉面微生物の生育を抑
制していることを突きとめ，抗微生物活性物質として 7 種類の化合物を単離した（平成 14 年度研
究成果情報，平舘ら）（Hiradate et al., 2002; Yoshida et al., 2001; Yoshida et al., 2002）．これら物
質の化学構造を解析した結果，いずれも Iturin と呼ばれる環状ペプチド化合物であることを特定
した．この Iturin は，各種植物病原微生物に対して幅広い抗微生物スペクトルを有することが明
らかとなり，農業資材として有望である．

また，松本らは，紫紋
もん

羽
ぱ

病菌および白紋羽病菌のいくつかの菌株が，菌類ウイルスに由来する
病原力低下因子（dsRNA）を保有していることを明らかにした（平成 14 年度研究成果情報，松本
ら）．果樹類の土壌伝染性病害である紋羽病の防除は困難で，農薬の潅

かん

注
ちゅう

，くん蒸剤による土壌消
毒，あるいは表土のはく離など，化学的あるいは物理的方法による方法のみが実用的な対策であ
る．しかし，慣行防除は環境負荷が大きいにもかかわらず，土壌中の病原菌は完全に死滅するわけ
ではないので，頻繁な対応が不可欠である．病原力低下因子を含む菌株は，紋羽病菌の病原力の低
下を招くので，紋羽病の生物防除への利用が期待できる． 

5 ． 今 後 の 展 望

以上，この 10 年間に農業環境技術研究所で行われた環境生物の情報化学物質に関わる研究成果
を紹介してきたが，そのいずれも農薬等の化学資材の投入量を減らし環境負荷の低減に役立つ農業
技術の開発に貢献する研究である．こうした環境負荷低減農業技術が開発される背景として，2003
年 12 月に取りまとめられた「農林水産環境政策の基本方針」（農林水産省循環型社会構築・地球温
暖化対策推進本部決定）で，環境保全に向けて農業者の主体的な努力を促すため，適切な肥料，農
薬の使用等による環境負荷の低減とたい肥を利用した土づくりによる物質循環を促進する方針が策
定された．さらに，2005 年 3 月に閣議決定された新たな「食料・農業・農村基本計画」でも，「環
境保全を重視した施策の展開」を図ることが農業の改革に当たっての基本的視点として位置づけら
れている．こうした流れは，2010 年 3 月 30 日に閣議決定された新たな「食料・農業・農村基本計
画」でも，気候変動をはじめとする地球環境問題の進行に対する対応方向として，環境に配慮し
た持続可能な経済社会への転換に向けて，農業・農村や食品産業においても，環境に配慮した生産
活動を適切に推進することがうたわれている．このように，農薬や化学肥料の使用を低減するため
に，農業環境に生息する生物が生産する情報化学物質を介した有用機能を利用しようとする研究に
対するニーズは，ますます強くなっているといえる．

昆虫の性フェロモンに関わる研究は，大量捕殺や交信撹乱，害虫の発生予察のための技術として
すでに広く農業現場で利用されており，2000 年 7 月に制定された「持続性の高い農業生産方式の
導入の促進に関する法律」の中で，フェロモン剤利用技術が「持続性の高い農業生産方式」として
公式に認められている．今後は，有効なフェロモン剤のない害虫に対する新規フェロモン剤の開発
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や，既存のフェロモン剤に対するより高い誘引性の付与，誘引耐性の発生機構の解明などの研究
ニーズに答えてゆく必要があるだろう．また，植物が生産するアレロケミカルについても，「持続
性の高い農業生産方式」の中に，対抗植物利用技術（土壌中の有害動植物を駆除し，又はそのまん
延を防止する効果を有する植物を栽培する技術）という表現でアレロパシー作用を持つ植物の有効
利用技術として言及されており，こうした技術に利用できる有用植物やアレロケミカルの探索に対
するニーズはきわめて高い．現在，農業環境技術研究所では，生物系特定産業技術研究支援セン
ターの「イノベーション創出基礎的研究推進事業」で 2008 年に採択された「アレロケミカルの探
索と新規生理活性物質の開発」の研究が，2012 年度までの予定で進行しており，新しい除草剤や
農薬のリード化合物となるアレロケミカルと，新しい有用な被服植物として利用が期待されるアレ
ロパシー活性の強い植物の探索が精力的に進められている．微生物の有用機能酵素や生理活性物質
については，これまで農業現場よりも食品加工や医療現場で主にその利用が図られてきたが，作物
病原菌に対する拮

きっ

抗
こう

微生物や作物の生育を促進したり植物の生体防御機能を活性化させたりする微
生物の研究は，文字通り環境負荷の少ない農業技術として，その利用が期待される．最近，発展の
めざましいメタゲノム解析技術は，これまで培養できないが故に手つかずであった未知の微生物資
源から有用機能を有する酵素や生理活性を作り出す可能性を秘めており，飛躍的な技術革新を引き
起こす技術として特に期待される．
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（ コ ラ ム 1 ） 薬 剤 耐 性 獲 得 機 構 の 解 明
イネいもち病防除薬剤として全国で広く使用されるシタロン脱水酵素阻害剤（MBI−D 剤）に，

最近西日本でいもち病菌の耐性菌が出現し問題となっている．この薬剤耐性はシタロン脱水酵素遺
伝子のコドン 75 における GTG（推定アミノ酸バリン）から ATG（同メチオニン）への 1 塩基変
異によって起こることが知られている．石井は，PCR−Luminex 法でシタロン脱水酵素遺伝子の 1
塩基変異を解析することにより，イネいもち病菌のシタロン脱水酵素阻害剤（MBI−D 剤）耐性菌
を，多検体の中から迅速に検出する技術を開発した（平成 15 年度研究成果情報，石井）．この方法
は従来法に比べて，制限酵素処理や電気泳動，エチルブロマイドによる電気泳動ゲルの染色などの
煩雑な操作を必要とせず，簡便で作業の安全性や快適性が高い．また，正確かつ短時間に結果を判
定することができるほか，96 穴のマイクロプレートを使用するので多検体処理（ハイスループッ
ト）が可能である．

農薬に対する耐性出現は，害虫でも同様で，化学合成殺虫剤の連用による殺虫剤抵抗性の発達が
問題となっている．殺虫剤抵抗性は遺伝するため，発達の実態把握や動態予測のためには，抵抗性
に関与する遺伝子を持つ個体の割合を正確に知る必要がある．ワタアブラムシは多種の農作物を加
害する重要害虫で，近年各種殺虫剤に対して抵抗性を発達させてきている．鈴木は，ワタアブラム
シの有機リン剤抵抗性の原因となる解毒酵素（カルボキシルエステラーゼ）遺伝子の塩基配列には
抵抗性系統と感受性系統の間に違いがあることを見いだし，この違いに基づいて設計したプライ
マー対を用いた PCR によって抵抗性系統と感受性系統を明確に識別できることを示した（平成 16
年度研究成果情報，鈴木）．これまで，ワタアブラムシの有機リン剤抵抗性の検定は，労力や時間
がかかり，その上得られるデータの信頼性が低かったが，本法は，ゲノム DNA を鋳型として明確
に識別可能であり，RNA の精製や逆転写反応等の煩雑な過程を要さないため，多検体を調査する
必要のある抵抗性のモニタリング等に活用できる．
（ コ ラ ム 2 ） 植 物 の 生 体 防 御 機 能 の 活 性 化 機 構 の 研 究
植物の生体防御機能を活性化して各種病害に対する複合抵抗性を発現させる全身抵抗性誘導の分
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子機構は，草本植物を中心に解明されつつある．しかし，殺菌剤使用回数が多いナシなど永年性
作物における抵抗性誘導の研究事例は少ない．石井は，病害抵抗性誘導剤であるアシベンゾラル S
メチルによってナシの感受性品種‘幸水’に黒星病抵抗性が誘導される過程で，ポリガラクツロ
ナーゼ阻害たんぱく質（PGIP）遺伝子の転写量が抵抗性品種と同様増大することを見いだし，抵
抗性発現には PGIP が密接に関与することを明らかにした（平成 15 年度研究成果情報，石井）．ま
た，農薬の環境影響軽減に果たすアシベンゾラル S メチルの可能性を探るために，作物の葉面糸
状菌相に及ぼすアシベンゾラル S メチルの影響を数種の殺菌剤と比較した（平成 16 年度研究成果
情報，石井）．その結果，ジチオカーバメート系などの殺菌剤散布は，キュウリやナシの葉面糸状
菌相を単純化させ糸状菌数を減少させるが，非殺菌性の病害抵抗性誘導化合物，アシベンゾラル S
メチルは葉面糸状菌相に影響しないことが明らかとなった．
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